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いしかわ森林環境基金事業実施要領 

 

 （目的） 

第１ この要領は、いしかわ森林環境基金事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定

める「いしかわ森林環境基金事業」の円滑な実施を図るために必要な事項を定めるもの

とする。 

 

 （定義） 

第２ この要領における定義は、次のとおりとする。 

（１）「林業事業体」とは、他者からの委託または立木の購入により造林、伐採などの林内

作業を行う森林組合、素材生産業者及び県の造林業者有資格者名簿に登載されている

者をいう。 

（２）「放置竹林」とは、周辺森林に侵入・繁茂している管理されなくなった竹林であって、

森林の持つ公益的機能の発揮に支障を来すおそれがあるものをいう。 

（３）「再生竹」とは、本事業により放置竹林を伐採した箇所において、伐採の翌年度以降

に再度発生した竹をいう。 

（４）第２号及び第３号に定める森林については、国、県、市町、森林研究・整備機構、森

林整備法人が所有または管理するもの（「公有林等」という。以下同じ。）を除く。 

（５）「県産材」とは、「公共事業等における県産材産地及び合法木材証明制について（平

成 20 年 3 月 28 日付農政第 4604 号農林水産部長通知）」により、合法性及び石川県産

であることが証明された木材をいう。 

（６）「外構部」とは、住宅等の周囲に設置する塀、柵、デッキをいう。 

（７）「木造」とは、建築物の構造耐力上主要な部分の全部又は一部に木材を使用する施工

をいう。 

（８）「木質内外装」とは、建築物の室内に面する部分及び外壁等の屋外に面する部分の全

部又は一部に木材を使用する施工をいう。 

（９）「木質新部材」とは、JAS規格又は大臣認定等により性能が確認できる直交集成板（CLT）、

不燃木材又は耐火集成材をいう。 

 

 （事業内容等） 

第３ 各事業の事業内容等は、次のとおりとする。 

区分 事業内容 補助事業者 

環境林整備事業 １ 放置竹林の除去 

２ １の実施後に発生する再生竹の抑制対策

（刈払い等） 

３ 広葉樹の植栽（ただし、原則として１の

実施後、天然更新では適確な更新が図れ

ない場合に限る。） 

４ 簡易な歩道の設置及び補修（ただし、１

市町、林業事業体、

その他知事が認める

者 
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を実施するために必要と知事が認めた場

合に限る。） 

緩衝帯整備事業 １ 公共施設や住宅、農地、通学路等の周辺

の過密化した里山林において実施する、

野生獣の出没を抑制することを目的に実

施する森林の見通しを良くする伐採や薮

の刈払い等 

２ 整備後の維持管理に必要な簡易な歩道の

設置 

３ 本事業により整備したことを示す看板の

設置 

４ 整備に必要な現地調査 

市町 

環境林整備推進

事業 

基金事業の広報・普及、図面作成の協力、

森林所有者の意向調査、現地調査、協定の

対象とする森林の取りまとめ、森林所有者

の確認(不在村者)、計画作成、協定締結、

連絡調整など 

市町 

ただし、環境林整備

事業または緩衝帯整

備事業が実施される

市町に限る 

こども森の恵み

推進事業 

１ 子供達が参加する学校林等の森林整備・

保全活動 

２ 子供達が参加する学校林等を活用した森

林環境教育及び森林体験活動 

３ その他上記に準ずる森づくり関する活動 

小中高等学校、教育

関係団体、森林組

合、ＮＰＯ、 地域

住民等の組織する団

体（非営利団体で規

約等が定められてお

り総会が開催される

団体）等 

森づくりボラン

ティア推進事業 

１ 県民が気軽に参加できる森づくりに関す

る体験活動及び森林環境教育の実施 

２ 上記活動に必要な講習会等の開催 

３ その他上記に準ずる森づくりに関する活

動 

ＮＰＯ、地域住民等

の組織する団体（非

営利団体で規約等が

定められており総会

が開催される団体）

等 

いしかわ身近な

森保全事業 

１  森林所有者等と協定を締結し、里山

林、竹林、海岸林等において地域住民等

と協働して行う緩衝帯整備以外の整備・

保全及び発生する木材等の利用活動 

２ 上記活動に必要な協議会等の開催 

３ その他上記に準ずる森づくりに関する活 

動 

ＮＰＯ、地域住民等

の組織する団体（非

営利団体で規約等が

定められており総会

が開催される団体）

等 
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いしかわの森で

作る住宅推進事

業 

１ 県産材を一定量以上使用した住宅等の

新築若しくは増改築又は購入 

２ 県産材を使用した外構部の設置 

１ 県内において住

宅等を新築若しくは

増改築又は購入する

施主 

２ 県内において県

産材を使用した外構

部を設置する施主 

いしかわの木を

活かす民間施設

普及拡大事業 

商業施設や社会福祉施設など、県産材を使

用した民間施設の整備 

１ 木造 

次の要件を全て満たす施設 

 ① 県産木材の使用量が全体木材使用量

の 50％以上。ただし、県産材使用量が

30㎥を超える場合はこの限りでない。 

② 延床面積 150㎡以上（施主自らが居

住する住宅と併用する施設の場合、居

住用部分を除いた延床面積が 150㎡以

上）の施設 

２ 木質内外装 

  県産材を使用した木質内外装の見える

部分の施工面積が 30㎡以上 

施主（民間事業者

等） 

いしかわの木づ

かい運動推進事

業 

１ 県産材利用の意義や助成制度について

の普及広報 

２ 首都圏における建材等見本市への出展 

３ 住宅分野における県産材利用を図るた

めの工務店等を対象としたセミナーの開

催等 

民間事業者等 

 

（補助対象経費） 

第４ 各事業の補助対象経費は、次のとおりとする。 

事業区分 補助対象経費 

環境林整備

事業 

 

１ 放置竹林の伐採及び伐採竹の集積等に要する経費 

２ 土砂の流出、土壌の浸食を防止するための簡易な木竹製構造物の設

置に要する経費 

３ 広葉樹の植栽に要する経費 

４ 再生竹の抑制対策（刈払い等）に要する経費 

５ 簡易な歩道の設置及び補修に要する経費 

ただし、上記１～５の経費の内訳は「石川県造林事業実施要領」による 

６ 上記１から５に付随する諸掛費及び受託手数料相当額 
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緩衝帯整備

事業 

１ 選木、伐倒、枝打ち、刈払い及び伐採した木竹の集積等に要する経

費 

２ 簡易な歩道の整備に要する経費 

３ 看板の設置に要する経費 

４ 整備に必要な現地調査に要する経費 

５ 上記１から４に付随する諸掛費及び受託手数料相当額 

 

環境林整備

推進事業 

賃金、報償費（謝金等）、旅費（旅費等）、需用費（消耗品費、資料印刷

費等）、役務費（通信運搬費等）、使用料及び賃借料（会場借上料等）、

原材料費（杭等）、委託費、負担金補助及び交付金 

 

こども森の

恵み推進事

業 

賃金、報償費（講師謝金等）、旅費（講師旅費等）、需用費（用具費、消

耗品費、資料印刷費、燃料費、苗木代等）、役務費（通信運搬費、保険

料等）、使用料及び賃借料（会場借上料、機材借上料等）、原材料費（木

材、釘等）、備品購入費（機械器具費等） 

ただし、補助事業者の構成員の賃金及び旅費は除く。なお、１団体あた

りの補助金額の上限を 500千円とする。 

 

森づくりボ

ランティア

推進事業 

賃金、報償費（講師謝金等）、旅費（講師旅費等）、需用費（用具費、消

耗品費、資料印刷費、燃料費、苗木代等）、役務費（通信運搬費、保険

料等）、使用料及び賃借料（会場借上料、機材借上料等）、原材料費（木

材、釘等）、備品購入費（機械器具費等） 

ただし、補助事業者の構成員の賃金及び旅費は除く。なお、１団体あた

りの補助金額の上限を 500千円とする。 

いしかわ身

近な森保全

事業 

賃金、報償費（講師謝金等）、旅費（講師旅費等）、需用費（用具費、消

耗品費、資料印刷費、燃料費、苗木代等）、役務費（通信運搬費、保険

料等）、使用料及び賃借料（会場借上料、機材借上料等）、原材料費（木

材、釘等）、備品購入費（機械器具費等）、委託費、工事請負費 

ただし、補助事業者の構成員の賃金及び旅費は除く。 

 

いしかわの

森で作る住

宅推進事業 

１ 取得しようとする住宅等における県産材の材料費や、県産材の使用

に係る工事費 

２ 外構部における県産材の材料費及び県産材の使用に係る木工事費 

ただし、外構部の補助金額は、１件あたり（木塀・木柵とウッドデッ

キ併設の場合も含む）の下限を 50千円、上限を 150千円とする。 

また、本事業以外の国、都道府県、市町村が支出する補助金等の助成

制度（以下、「国等が支出する補助金等」とする。）を利用している場

合は、外構部の補助対象経費が本事業の補助金額と国等が支出する補

助金等の額の合計を下回らないこと。 
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いしかわの

木を活かす

民間施設普

及拡大事業 

１ 県産材又は県産材を使用した木質新部材の材料費 

２ 木造の工事費及び設計費又は木質内外装を行う部分の工事費  

ただし、施主自らが居住する住宅と併用する施設の場合、その居住

部分の材料費、工事費及び設計費を除く。また、国等が支出する補助

金等の助成制度を利用している場合は、その助成額を減じた残額を補

助対象経費とする。なお、１件あたりの補助金額の上限は助成区分毎

に次表のとおりとする。ただし、木質新部材を使用した場合は上限額

をそれぞれ 1.5倍とする。 

 

いしかわの

木づかい運

動推進事業 

１  県産材利用の意義や助成制度についての普及広報に要する経費 

２  首都圏における建材等見本市への出展に要する経費 

３  住宅分野における県産材利用を図るための工務店等を対象としたセ

ミナーの開催等に要する経費 

 

（環境林整備事業の実施） 

第５ この事業による整備が予定されている市町の長は、環境林整備計画（５箇年計画）を

作成し、知事の承認を受けるものとする。 

２ 市町以外の補助事業者は、事業実施前に事業計画書を作成し、整備計画箇所の所在す

る市町長に提出するものとする。 

 ３ 市町長は、前項により事業計画書が提出された場合又は市町が補助事業者となる場合、

これら補助事業者の計画を基に環境林整備事業計画（単年度計画）を作成し､知事の承認

を受けるものとする。 

 ４ 前３項に規定する各計画書の様式は別に定める。 

 ５ この事業の実施基準は、次のとおりとする。 

（１）放置竹林の除去 

補助事業者は、原則として隣接する放置竹林をすべて除去するものとする。 

（２）植栽 

補助事業者は、（１）の施工地において天然更新が困難であると判断される場合に限

り、必要最小限の広葉樹の植栽を実施することができる。 

（３）再生竹の刈払い等 

補助事業者は、放置竹林の除去（この場合、平成 28年度までに実施した侵入竹の除

去及び荒廃竹林の伐採を含む。）を実施した箇所において、再度、竹が生育することを

防ぐため、竹の伐採の翌年度から起算して原則２年を経過するまでの間、刈払い等の

助成区分 補助上限額

延床面積：150㎡以上～300㎡未満：2,000千円

延床面積：300㎡以上～400㎡未満：3,000千円

延床面積400㎡以上～500㎡未満：4,000千円

延床面積500㎡以上：5,000千円

木質内外装 2,000千円

木造
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再生竹の抑制対策を実施するものとする。ただし､本事業による再生竹の抑制対策の後

にも再生竹の発生がみられる場合には、森林所有者が再生竹の刈払いを自ら又は委託

等により実施するものとする｡ 

（４）放置竹林の除去を実施する場合、補助事業者は、伐採木竹が豪雨時等に流出しない

よう整備を実施した森林内に整理する。 

６ この事業により発生した伐採木竹について、森林所有者が自らの責任と費用で、搬出、

利用する場合はこれを妨げない。 

７ 県、市町、補助事業者及び森林所有者は、環境林整備事業の実施にあたり、各々の管

理責務を明確にするため、別記様式第１号に基づき「いしかわ森林環境基金事業（環境

林整備）の実施に関する協定書」を締結するものとする。 

８ 各農林総合事務所長は、事業完成後、関係市町長へ別に定める完成通知を送付するも

のとする。 

９ 補助事業者は、県及び市町が実施する調査に協力するとともに、森林の適正な管理に

配慮するものとする。 

10 その他必要な事項については別に定める。 

 

 （緩衝帯整備事業の実施） 

第６ この事業による整備を予定している市町の長は、緩衝帯整備事業計画書を作成し、知

事の承認を受けるものとする。なお、計画書の様式は別に定める。 

２ この事業の実施基準は、以下のとおりとする。 

（１）補助事業者は、野生獣の出没を抑制することを目的として、過密化した里山林にお

いて森林の見通しを良くするため、立木竹の伐採や刈払い等の整備を実施するものと

する。 

（２）事業目的を達成するために一体的に整備する必要がある場合に限り、公有林等を事

業対象に含めることができる。 

（３）地域住民等によって整備箇所の維持管理を行う体制が整っている地区を対象とする。 

（４）補助事業者、森林所有者及び地区代表は、緩衝帯整備事業の実施にあたり、各々の

管理責務を明確にするため、別記様式第２号に基づき「いしかわ森林環境基金事業（緩

衝帯整備事業）の実施に関する協定書」を締結するものとする。 

３ 要綱第３条第２項に定める補助金交付申請書に添付すべき書類のうち、「その他知事が

必要と認める書類」は、次のとおりとする。 

ア 位置図（縮尺５万分の１程度の地形図に事業実施予定箇所を記入したもの） 

イ 区域図（縮尺５千分の１程度の地形図に事業実施予定区域を記入したもの） 

ウ 現況写真 

エ 事業実施予定地の用地承諾書またはそれに準じる書類 

４ 要綱第５条第２項に定める変更等に係る承認申請書に添付すべき書類のうち、「その他

知事が必要と認める書類」は、前号に準ずるものとする。 

５ 要綱第７条第２項に定める実績報告書に添付すべき書類のうち、「その他知事が必要と

認める書類」は、次のとおりとする。 
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ア 区域図（縮尺５千分の１程度の地形図に事業実施区域並びにその整備内容及び数

量を記入したもの 

イ 完成写真（作業種毎に事業の実施前、実施中、実施後の状況を確認できるもの） 

ウ その他の事業の実施状況及び支払状況を確認できる書類 

エ ２の（４）に定める協定書及び委託等により事業を実施した場合は契約書の写し 

６ その他必要な事項については別に定める。 

 

 （いしかわの森で作る住宅推進事業の実施） 

第７ 本事業のうち住宅等の補助金交付を受けようとする場合は、次の要件を全て満たすも

のとする。 

（１） 県産材使用量が５㎥以上であること。 

（２） 原則として、住宅等の引渡日が事業実施年度内であること。 

（３） 県の認定する「県産材建築ビルダー」が建築する住宅等であること。 

（４） 新築の場合、延床面積が 70㎡以上であること。 

（５） 「いしかわの木を活かす民間施設普及拡大事業」における補助金助成の採択を受

けていないこと。 

（６） 申請対象の建築場所において、住宅等に対して、過去に本事業またはいしかわの

木が見えるたてもの推進事業の助成を受けている場合は、当該助成の交付決定日

から１０年以上が経過していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、令和６年能登半島地震、令和６年奥能登豪雨で住宅が被災

し、特例措置による補助金交付を受けようとする場合は、次の要件を全て満たすものとす

る。 

（１）市町が発行する罹災証明書において全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊の証明

を受けていること。 

（２）県産材使用量が３㎥以上であること。 

（３）県の認定する「県産材建築ビルダー」が建築する住宅等であること。 

（４） 「いしかわの木を活かす民間施設普及拡大事業」における補助金助成の採択を

受けていないこと。 

（５）申請対象の建築場所において、令和６年 1月 1日以降に本事業の助成を受けてい

ないこと。 

３ 本事業のうち外構部の補助金交付を受けようとする場合は、次の要件を全て満たすも

のとする。 

（１）引渡日が事業実施年度内であること。 

（２）県の認定する「県産材建築ビルダー」が設置する外構部であること。 

（３）「いしかわの木を活かす民間施設普及拡大事業」における補助金助成の採択を受け

ていないこと。 

（４）申請対象の建築場所において、外構部に対して、過去に本事業またはいしかわの

木が見えるたてもの推進事業の助成を受けている場合は、当該助成の交付決定日

から１０年以上が経過していること。 
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（５）適切な維持管理のもと交付決定日から１０年以上の使用が見込まれること。 

４ 住宅等の施工と併せて外構部を施工する場合は、住宅等の県産材使用量に外構部の県

産材使用量（材積）を含めて住宅等の補助金交付を申請することができる。この申請を

行う場合は、外構部の補助金交付の申請を行うことはできない。申請に当たっては、別

記様式９号の県産材使用箇所欄に外構部の種類を明記し、引き渡し日は住宅等又は外構

部のいずれか遅い日とする。 

 ５ 要綱第２条に定める「県産材使用率９０％以上」とは、以下の何れかの基準に該当す

ることをいう。 

   （１） 使用県産材の材積（㎥）を使用木材の材積（㎥）で除した値が０．９以上 

   (２) 使用県産材の材積（㎥）を延床面積（㎡）で除した値が０．１６以上 

 ６ 要綱第３条第２項に定める補助金交付申請書及び要綱第７条第２項に定める実績報告

書に添付すべき書類のうち、別に定める書類は、住宅等の場合は、（１）から（５）、特

例措置の場合は（１）から（５）及び（８）、外構部の場合は（２）、（４）、（６）及び

（７）とする。 

（１） 建築基準法第７条第５項の規定による検査済証 

（２） 完了引渡証明書(住宅等の場合は検査済証の発行日が、事業期間外である等の場

合。) 

（３） 住宅等の全体外観写真及び県産材使用箇所毎の確認ができる写真（施工中の写真

も可とする。） 

（４） 「公共事業等における県産材産地及び合法木材証明制について（平成 20年 3月

28日付け農政第 4604号農林水産部長通知）」に基づく県産材産地及び合法木材

証明書（以下「県産材産地及び合法木材証明書」という。） 

（５） 木材使用明細書（県産材使用量 25㎥以上の場合のみ。） 

（６） 外構部については、設置状況の確認ができる写真、県産材使用面積の根拠となる

図面及び工事費と着工日が分かる契約書 

（７） 工事費に補助対象経費以外の費用が含まれる場合は、補助対象経費が分かる明細

書など 

（８） 罹災証明書 

   

（いしかわの木を活かす民間施設普及拡大事業の実施） 

第８ 本事業の補助金交付を受けようとする者は、整備する施設について、工事着工前に、

事業計画承認申請書を作成し、知事に提出し、承認を受けるものとする。ただし、令和

4年度に限り工事着手後の提出を認めるものとする。 

２ 知事は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、事業計画が適当

と認める場合は予算の範囲内でこれを承認し、その旨を通知するものとする。 

３ 前項の規定により通知を受けた者（以下、「補助事業者」という。）は、事業計画承認

申請書の内容を変更するときは、遅滞なく、事業計画変更承認申請書を作成し、知事に

提出し、承認を受けるものとする。ただし、次に掲げる以外の変更は提出を要しない。 

（１）助成見込額の減 
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（２）事業完了時期の延長 

（３）補助事業の中止 

４ 知事は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更内容が適当

と認める場合はこれを承認し、その旨を通知するものとする。ただし、助成見込額の増

額は認めない。 

５ 前４項に規定する申請書及び通知書の様式並びに応募に係る関係書類等については、

別に応募要項に定める。 

６ 予算の範囲を超える時は申請の受付を終了し、その旨を森林管理課のホームページ

を通じて周知する。 

７ 本事業の補助金交付対象は、次の各号の何れにも該当する施設とする。 

（１）石川県内に所在し、木造又は木質内外装が行われる施設 

（２）県の認定する「県産材建築ビルダー」が設計し、建築する施設 

（３）所有者等が自ら居住することのみを目的としない施設 

（４）商業施設や社会福祉施設など多数の者による利用が見込める施設又は、事務所等

の利用者が限定される場合であっても、整備する施設を活用した県産材の普及拡大

に向けた PRがなされる施設（物品等の格納を用途とする等、人の出入りが少ない施

設を除く） 

（５）専ら宗教活動や政治活動の用に供されない施設 

（６）施設を整備する者が国又は地方公共団体でない施設 

（７）事業完了日が事業計画の承認通知日から 1 年以内である施設。ただし、第３項に

よる事業計画変更承認申請書により、事業完了時期の延長の承認を受けた場合は、

この限りでない。 

※ 商業施設の場合、風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律

第 122号）第 2条に規定する風俗営業施設を除く 

※ 施設を整備する事業者は暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成 3年法律第 77号。以下「暴力団対策法」という。）第 2条第 2号に規定する暴力

団をいう。）又は暴力団員（暴力団対策法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。）の

統制下にないこと。 

 ８ 要綱第３条第２項に定める補助金交付申請書及び要綱第７条第２項に定める実績報告

書に添付する別記様式第６号のうち、収入の部においては、本事業以外の助成制度によ

る補助金の名称及び金額を記載し、支出の部においては、県産材材料費、木質新部材の材

料費及び県産材の使用に係る工事費の金額と積算内訳を記載すること。 

９ 要綱第３条第２項に定める補助金交付申請書及び要綱第７条第２項に定める実績報告

書に添付すべき書類のうち、「その他知事が必要と認める書類」は、次のとおりとする。

ただし、建築確認を要しない施工の場合、（１）の書類は不要とし、施工完了を証する

別の書類で代用しても差し支えない。 

（１）建築基準法第７条第５項の規定による検査済証 

（２）県産材産地及び合法木材証明書 

（３）図面及び工事仕様書 
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（４）県産材使用明細書 

（５）工事完了写真（全体外観写真及び県産材使用箇所の写真） 

10 採択を受けた施設を整備する者は、当該施設について、県産材を使用し、かつ「いし

かわ森林環境基金」による補助事業の対象施設であることを示す表示板を作成し、施設

内外の見える場所に設置すること。 

11 採択を受けた施設を整備する者は、施設内外の写真撮影や現地見学会など、石川県が

行う「いしかわ森林環境基金」の PRに係る取組に協力するものとする。 

 

（環境林整備事業、緩衝帯整備事業、いしかわの森で作る住宅推進事業、いしかわの木を活

かす民間施設普及拡大事業以外の事業の実施） 

第９ 各事業の実施等については、次のとおりとする。 

（１）事業の実施を予定する者（以下「事業予定者」という。）は、事業の実施に先立ち事

業計画承認申請書（別記様式第３号）を作成の上、管轄する農林総合事務所を経由し

て知事に提出し、承認を受けるものとする。 

（２）知事は、申請のあった事業計画が適当と認める場合は予算の範囲内でこれを承認し、

別記様式第３号により通知するものとする。 

（３）前号による承認を受けた事業予定者は、要綱第３条の規定に基づく補助金交付申請

書を知事に提出するものとする。 

（４）いしかわ身近な森保全事業を実施する補助事業者は、別記様式第４号に基づき森林

所有者等と事業実施に関する協定を締結するものとし、当該協定における面積及び期

間は、おおむね３ｈａ以上かつ５年以上とする。 

（５）要綱第３条第２項の規定に定める補助金交付申請書に添付すべき書類のうち、「その

他知事が必要と認める書類」は、次のとおりとする。 

ア 位置図（縮尺５万分の１程度の地形図に事業実施予定地を記入したもの） 

イ 区域図（縮尺５千分の１程度の地形図に事業実施予定地を記入したもの） 

ウ 現況写真 

エ 市町及び法人以外の団体等が補助事業者となる場合にあっては、その概要のわ

かる書類（規約または会則及び会員等の構成がわかる名簿等） 

オ 事業実施予定地の用地承諾書またはそれに準じる書類 

カ いしかわ身近な森保全事業については、事業の実施に関する協定書（写） 

（６）要綱第５条第２項の規定に定める変更等の承認申請書に添付すべき書類のうち、「そ

の他知事が必要と認める書類」は、前項の規定に準じる。 

（７）要綱第７条第２項の規定に定める補助事業実績報告書に添付すべき書類のうち、「そ

の他知事が必要と認める書類」は、次のとおりとする。 

ア 区域図（縮尺５千分の１程度の地形図に事業実施地を記入したもの） 

イ 完成写真（事業の実施状況が判別できるもの） 

ウ その他事業の実施状況及び支払い状況を示す書類 

（８）環境林整備推進事業については、前各号を準用するほか必要な様式等は別に定める。 
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（検査） 

第 10 所長は、要綱第７条に定める実績報告書の提出があった場合は、別に定めるところに

より、検査を行うものとする。 

 

（雑則） 

第 11 この要領に定めのない事項については、別に定める。 

 

 附則  この要領は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成 23年 7月 1日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成 24年 4月 2日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成 29年 4月 3日から施行する。 

 

附則  この要領は、平成 31年 4月 1日から施行する。ただし、平成 30年度の予算によ

り実施する事業については、なお従前の例によるものとする。 

 附則  この要領は、令和元年７月１１日から施行する。 

 

附則 この要領は、令和元年 10月 2日から施行する。 

 

 附則 この要領は、令和２年４月 1 日から施行する。ただし、令和元年度の予算により実

施する事業については、なお従前の例によるものとする。 

附則 この要領は、令和３年４月 1 日から施行する。ただし、令和２年度の予算により実

施する事業については、なお従前の例によるものとする。 

附則 この要領は、令和４年４月 1 日から施行する。ただし、令和３年度の予算により実

施する事業については、なお従前の例によるものとする。 

附則 この要領は、令和７年４月 1 日から施行する。ただし、令和６年度の予算により実

施する事業については、なお従前の例によるものとする。 
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別記様式第１号 

 

No.    

いしかわ森林環境基金事業（環境林整備事業）の実施に関する協定書 

                                                                                        

石川県（以下「県」という。）、○○市〔町〕（以下「市町」という。）、補助事業者 ○○（以

下「補助事業者」という。）及び森林所有者〔○○〔ほか○○名〕委任代理人〔兼森林所有者〕〕 

○○（以下「森林所有者」という。）は、事業の目的を達成するため、いしかわ森林環境基金

事業実施要領第５の７に基づき、環境林整備事業（以下「事業」という。）の実施に関する協

定を次のとおり締結する。 

  

（協定の目的） 

第１条 この協定は、第３条に掲げる森林を整備し、水源のかん養や県土の保全など当該森

林等が発揮すべき公益的機能を保全するため、事業の速やかな実施と事業実施後の適正

な管理をそれぞれの立場で協力して確保することを目的とする。  

  

（協定の期間） 

第２条 この協定の期間は、 年 月 日から  年３月３１日まで（※協定締結日から 20

年後の年度末）とする。 

２ この協定の目的を達成するため特に必要のある場合には、県、市町、補助事業者及び

森林所有者で協議のうえ、この協定を更新することができる。 

  

（整備を実施できる森林） 

第３条 当該事業において協定の対象とする森林等（以下「協定対象森林」という。）は、次

に掲げるとおりとする。  

土地の表示 樹種 林齢 

（年生） 

面積 

（ha） 

林小班 備考 

所在 地番 

       

*位置は別添位置図のとおり 

 

（整備の内容等） 

第４条 補助事業者は、協定対象森林について次の各号に定める整備を実施する。 

（１）放置竹林においては、放置竹林の除去及び整備後の更新作業 

（２）放置竹林の除去を実施した箇所においては、刈払い等の再生竹の抑制対策 

（３）前２号の整備により発生した伐採竹は、豪雨時等に流出しないよう配慮して整備区

域内に整理 

（４）その他前各号の内容を実施するために必要な作業 
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２ 第１項の整備により発生した伐採木竹について、森林所有者が自らの責任と費用で、

搬出、利用する場合はこれを妨げない。 

３ この協定期間における協定対象森林の整備は、原則として協定締結後速やかに 1 回に

限り実施できるものとする。ただし、再生竹の刈払については、放置竹林の除去の翌年

度から原則２年を経過するまでの間に各年度１回実施できるものとする。 

 

（費用の負担等） 

第５条 県は、第４条第１項各号に定める整備に必要な経費の全部について、補助事業者に

対して補助する。 

２ 協定対象森林に対する公租公課及び林道等の公共施設の設置に伴い課される受益者負

担は、森林所有者が負担する。 

 

（責務） 

第６条 県、市町、補助事業者及び森林所有者は、この協定に基づき次の各号に定める事項

を遵守するものとする。 

（１）補助事業者又は森林所有者は、協定の期間中に自ら第４条第１項各号に定める整備

を実施した森林（以下「整備実施森林」という。）の皆伐や森林以外への転用をしない

ものとする。 

（２）森林所有者は、整備実施森林において、再度、放置竹林となることを防ぎ、確実に

更新が図られるよう、協定期間満了日まで再生竹の刈払い等の管理を自ら又は委託等

により適切に行うものとする。 

（３）整備実施森林を確定した実測図は、補助事業者がこれを作成し、速やかに県、市町

及び森林所有者に配付するものとし、県、市町、補助事業者及び森林所有者はこの実

測図を協定書と一緒に保管するものとする。 

（４）補助事業者及び森林所有者は、整備実施森林を示す標柱等の設置を県が申し出たと

きは、それを容認するものとする。 

 

（助言及び指導） 

第７条 県、市町及び補助事業者は、この協定の目的達成のため、協定対象森林の取扱いに

ついて、必要に応じて森林所有者に対する助言及び指導に努めるものとする。 

 

（災害等による損害） 

第８条 整備の実施中に、火災、天災その他の事由により協定対象森林に生じた損害及び第

三者に生じた損害については、県及び市町はその責任を負わない。 

２ 整備の実施後、火災、天災その他の事由により、協定対象森林の林相が著しく変化し

た場合、又は立木等に損害が生じた場合にあっても、県及び市町はその責任を負わない。 

 

（協定の承継等） 

第９条 補助事業者及び森林所有者は、整備実施森林の権利を第三者に譲渡又は承継しよう
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とするときは、当該第三者にこの協定を承継させるものとする。 

２ 森林所有者は、整備実施森林の権利を第三者に譲渡又は承継しようとするときは、あ

らかじめその旨を県、市町及び補助事業者に通知し、協議しなければならない。 

３ 補助事業者及び森林所有者は、協定期間中に氏名又は住所に変更があった場合又は次

条に定める事項が生じた場合は、速やかにその他の協定締結者に書面で通知するものと

する。 

 

（特別の事情による協定の失効） 

第 10条 次の各号の一に該当する場合には、この協定の全部又は一部についてその効力を失

う。 

(１)整備実施森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき。 

(２)火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により整備実施森林の全部又は一部が

滅失したとき。 

 

（協定の解除） 

第 11条 補助事業者又は森林所有者が第６条の規定に違反したときは、県、市町はこの協定

を解除することができる。 

２ 前項の場合、県は補助事業者及び森林所有者に対し第４条第 1 項各号に定める整備に

要した経費の全部または一部について返還を求めることができる。 

  

（補助事業者、森林所有者の協力） 

第 12条  補助事業者及び森林所有者は次の事項に協力するものとする。 

（１）この協定期間終了後も、整備実施森林の非皆伐に協力するものとする。 

（２）県又は市町が森林体験、学習活動等に整備実施森林を使用することを補助事業者又

は森林所有者に申し出たときには、これに協力するものとする。 

 

（疑義の協議） 

第 13 条 この協定に関し疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項については、県、

市町、補助事業者及び森林所有者が協議のうえ定めるものとする。 

 

この協定締結を証するため、本書４通を作成し、県、市町、補助事業者及び森林所有者が

それぞれ記名押印して、各自その１通を保有するものとする。 

 

      年  月  日 

 

県     住所 金沢市鞍月一丁目一番地  

石川県  

代表者 石川県知事         印 

（   農林総合事務所長扱い）  
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市町    住所  

市町名  

氏名           長    印 

 

補助事業者 住所  

氏名                印 

 

森林所有者 住所  

氏名                印 

 

 ＊ 〔 〕は必要に応じて記載 
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別記様式第２号 

 

No. 

いしかわ森林環境基金事業（緩衝帯整備事業）の実施に関する協定書 

 

〔○○市、○○町〕（以下「補助事業者」という。）、森林所有者○○〔ほか○○名〕（以下

「森林所有者」という。）及び、地区代表○○（以下「地区代表」という。）は、集落周辺の里

山林において、クマやイノシシ等の野生獣の出没を抑止するため、森林の見通しを良くする

伐採や藪の刈払い等を実施し、集落と野生獣の生息域との境界を形成する緩衝帯整備（以下

「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。 

 

（協定の目的） 

第１条 この協定は、第３条に掲げる森林において、集落と野生獣の生息域との境界を形成

するため、事業の速やかな実施と事業実施後の適正な管理をそれぞれの立場で協力して

確保することを目的とする。 

 

（協定の期間） 

第２条 この協定の期間は、 年 月 日から  年３月３１日まで（※協定締結日から５

年以上後の年度末）とする。 

２ この協定の目的を達成するため特に必要のある場合には、補助事業者、森林所有者及

び地区代表で協議のうえ、この協定を更新することができる。 

 

（協定の対象とする森林） 

第３条 協定の対象とする森林等(以下「対象森林」という。)は、次に掲げるとおりとする。 

土地の表示 樹種 林齢 

（年生） 

面積 

（ha） 

林小班 備考 

所在 地番 

       

＊位置及び区域は別添位置図、区域図のとおり 

 

（森林の使用及び整備の内容） 

第４条 前条の対象とする森林において補助事業者が行う整備は次の各項とする。 

（１）森林の見通しを良くするための伐採、枝打ち、藪の刈払い等 

（２）整備後の維持管理に資するための簡易な歩道の設置 

（３）本事業により整備したことを示す看板の設置 

（４）整備に必要な現地調査 

（５）その他前各号の内容を実施するために必要な作業 

２  補助事業者は、地区代表及び森林所有者と連携し、事業の実施後に整備地の継続的な

刈払いなど、適切な維持管理を実施するため、地域の体制作りを行うこと。 

３ 補助事業者は、地区代表及び森林所有者と連携し、県が本事業に関する調査を実施す
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る場合には協力すること。 

 

（費用の負担等） 

第５条 補助事業者は、前条に定める整備に必要な経費の全部又は一部について負担する。 

２ 対象森林に対する公租公課及び林道等の公共施設の設置に伴い課される受益者負担は、

森林所有者が負担する。 

 

（責務） 

第６条 この協定に基づき、森林所有者は、次の各号に定める事項を遵守するものとする。 

（１）森林所有者は、協定の期間中は、開発等による転用をしないものとする。 

（２）森林所有者は、補助事業者が整備したことを示す看板等の設置を申し出たときは､そ

れを容認するものとする。 

 

（助言及び指導） 

第７条 補助事業者は、この協定の目的達成のため、対象森林の取扱いや、事業実施後の維

持管理方法について、必要に応じて森林所有者や地区代表に対する助言及び指導に努め

るものとする。 

 

（災害等による損害） 

第８条 事業の実施中に、補助事業者の責に帰しえない、火災、天災その他の事由により対

象森林に生じた損害及び第三者に生じた損害については、補助事業者はその責任を負わ

ない。 

２ 事業の実施後、補助事業者及び森林所有者の責に帰しえない、火災、天災その他の事

由により、対象森林の林相が著しく変化した場合、又は立木等に損害が生じた場合にあ

っても、補助事業者及び森林所有者はその責任を負わない。 

 

（協定の承継等） 

第９条 森林所有者は、対象森林の権利を第三者に譲渡又は承継しようとするときは、当該

第三者にこの協定を承継させるものとする。 

２ 森林所有者は、対象森林の権利を第三者に譲渡又は承継しようとするときは、あらか

じめその旨を補助事業者に通知し、協議しなければならない。 

３ 森林所有者は、協定期間中に氏名又は住所に変更があった場合又は次条に定める事項

が生じた場合は、速やかに補助事業者に書面で通知するものとする。 

４ 地区代表が交代するときは、交代した代表者にこの協定を継承させるものとする。 

 

（特別の事情による協定の失効） 

第 10条 次の各号の一に該当する場合には、この協定の全部又は一部についてその効力を失

う。 

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき。 
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（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅

失したとき。 

 

（協定の解除） 

第 11条 森林所有者が第６条の規定に違反したときは、補助事業者はこの協定を解除するこ

とができる。 

２ 前項の場合、補助事業者は森林所有者に対し第４条第１項各号に定める整備に要した

経費の全部または一部について返還を求めることができる。 

 

（疑義の協議） 

第 12条 この協定に関し疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項については、補助

事業者、森林所有者及び地区代表が協議のうえ定めるものとする。 

 

 

この協定締結を証するため、本書３通を作成し、補助事業者、森林所有者、地区代表がそ

れぞれ記名押印して、各自その１通を保有するものとする。 

 

 

  年  月  日 

 

 

補助事業者 住所 

      市町名 

氏名        長       印 

 

森林所有者 住所 

氏名                印 

 

地区代表  住所 

氏名                印 
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委   任   状 

 

 

（住所、氏名を記載する）を私の代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 

記 

 

１．下記表示の土地を対象として実施するいしかわ森林環境基金事業の実施に関する件 

２．「いしかわ森林環境基金事業（○○○整備事業）の実施に関する協定書」の締結に関す

る件 

３．前記協定に基づく権利義務の行使に関する一切の権限 

 

 

       年  月  日 

 

                  森林所有者 

                  住所 

                  氏名                  印 

 

 

  土地の表示等 

土地の表示 樹種 林齢 

（年生） 

面積 

（ha） 

林小班 備考 

所在 地番 

       

＊印鑑証明書の添付は不要。（押印は認印でも可） 

  ＊森林所有者が代理人に委任する場合に添付 
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別記様式第３号 

第    号   

年  月  日   

 

   石川県知事       殿  

 

住所（所在地）             

（名   称）             

氏名（代表者氏名）           

 

 

    年度○○事業計画承認申請書 

 

いしかわ森林環境基金事業実施要領第９の規定に基づき、○○事業の計画を作成したの

で、関係書類を添えて承認申請します。  

 

 

記 

 

     １  事業の目的 

 

   ２ 事業計画書 

 

   ３  収支予算書 

 

   ４ その他 

    （１）事業実施予定地の図面 

    （２）団体の概要を示す書類 

（３）市町及び法人以外の団体等が補助事業者となる場合にあっては、その概要の

わかる書類（規約または会則及び会員等の構成がわかる名簿等） 

（４）事業実施予定地の用地承諾書またはそれに準じる書類 

（５）いしかわ身近な森保全事業については、事業の実施に関する協定書（写） 
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別記様式第４号 

 

第     号  

年  月  日  

 

                 殿 

 

石川県知事       印   

 

  年度○○事業計画の承認について（通知） 

 

年 月 日付  第  号で申請のあった、○○事業の計画を承認したので通知しま

す。 

なお、いしかわ森林環境基金事業補助金交付要綱第３条の規定に基づく補助金交付申請書

を○○年○○月○○日までに提出願います。 
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別記様式第５号 

 

いしかわ身近な森保全事業の実施に関する協定書 

 

○○（以下「補助事業者」という。）、森林所有者 ○○〔ほか○○名〕（以下「森林所有

者」という。）は、いしかわ身近な森保全事業（以下「事業」という。）の実施に関し、事業

の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。 

 

（協定の目的） 

第１条 この協定は、第３条に掲げる集落周辺の放置された森林を地域住民等と協働で整

備、保全、活用していくことにより、地域の活性化や生活環境の保全に資するため、事

業の速やかな実施と事業実施後の適正な管理をそれぞれの立場で協力して確保すること

を目的とする。 

 

（協定の期間） 

第２条 この協定の期間は、 年 月 日から  年３月３１日まで（※協定締結日から５

年後以上の年度末）とする。 

２ この協定の目的を達成するため特に必要のある場合には、補助事業者及び森林所有者

で協議のうえ、この協定を更新することができる。 

 

（協定の対象とする土地） 

第３条 協定の対象とする森林等(以下「対象森林」という。)の位置及び面積（※おおむね

３ｈａ以上）は、次に掲げるとおりとする。  

土地の表示 樹種 林齢 

（年生） 

面積 

（ha） 

林小班 備考 

所在 地番 

       

＊位置及び区域は別添位置図、区域図のとおり 

 

（土地の使用及び活動の内容） 

第４条 前条の対象森林について協働し行う事業の活動は次の各項とする。 

（１）森林整備、保全に必要な除伐、下刈り、植栽等の活動。 

（２）前号の活動によって生じる木材等を利用する活動。 

（３）その他前各号の活動を行うために必要な自然体験活動や環境教育活動。 

２ この協定期間において、整備森林の維持に必要な管理は補助事業者、森林所有者協働

のもと行うものとする。 

 

（費用の負担等） 

第５条 補助事業者は、第４条第１項各号に定める整備に必要な経費の全部又は一部につい

て負担する。 
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２ 対象森林に対する公租公課及び林道等の公共施設の設置に伴い課される受益者負担

は、森林所有者が負担する。 

 

（責務） 

第６条 この協定に基づき森林所有者は、協定の期間中は、開発等による転用をしないもの

とする。 

 

（助言及び指導） 

第７条 補助事業者は、この協定の目的達成のため、対象森林の取扱いについて、必要に応

じて森林所有者に対する助言及び指導に努めるものとする。 

 

（災害等による損害） 

第８条 活動の実施中及び実施後に、補助事業者の責に帰し得ない、火災、天災その他の事

由により対象森林に生じた損害及び第三者に生じた損害については、補助事業者はその

責任を負わない。 

 

（協定の承継等） 

第９条 森林所有者は、対象森林の権利を第三者に譲渡又は承継しようとするときは、当該

第三者にこの協定を承継させるものとする。 

２ 森林所有者は、対象森林の権利を第三者に譲渡又は承継しようとするときは、あらか

じめその旨を補助事業者に通知し、協議しなければならない。 

３ 森林所有者は、協定期間中に氏名又は住所に変更があった場合又は次条に定める事項

が生じた場合は、速やかに補助事業者に書面で通知するものとする。 

 

（特別の事情による協定の失効） 

第１０条 次の各号の一に該当する場合には、この協定の全部又は一部についてその効力を

失う。 

(１)対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき。 

(２)火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅

失したとき。 

 

（協定の解除） 

第１１条 森林所有者が第６条の規定に違反したときは、補助事業者はこの協定を解除する

ことができる。 

２ 前項の場合、補助事業者は森林所有者に対し第４条第１項各号に定める整備に要した

経費の全部または一部について返還を求めることができる。 

 

（疑義の協議） 

第１２条 この協定に関し疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項については、補
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助事業者、森林所有者が協議のうえ定めるものとする。 

 

 

 この協定締結を証するため、本書２通を作成し、補助事業者、森林所有者がそれぞれ記名

押印して、各自その１通を保有するものとする。 

 

 

        年  月  日 

 

 

補助事業者 住所 

     市町名 

氏名                印 

 

 

森林所有者 住所 

氏名                印 

 

 

 

 

 

 

 


